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持続可能なインフラ整備のための
建設現場の生産性向上に向けた取組

特　集

1.1 建設業を取り巻く状況
我が国における建設投資は、ピーク時の 1992 年度は約 84 

兆円であったが、2010 年度には約 42 兆円と半分以下にまで
落ち込んだ。その後増加に転じたものの、2017 年度は約 55 
兆円となる見通しで、ピーク時からは約 35％の減となってい
る。こうした中、建設業許可業者数については、1999 年度末
の約 60 万業者をピークとして 2016 年度末時点では約 47 万
業者（ピーク時からは約 23％減）、建設業就業者数について
は、1997 年の 685 万人をピークとして 2017 年は 498 万
人（ピーク時からは約 27％減）となるなど、いずれも減少傾
向にある（図 -1 参照）。

また、国内産業全体で将来的な生産年齢人口の減少は確実
となっており、建設業においても担い手の確保・育成は喫緊
の課題である。全産業平均と建設業の年齢構成を比較すると、
2017 年には 29 歳以下が約 16％に対して約 11%、55 歳以
上が約 30％に対して約 34% となっており、建設業の高齢化
がいち早く進行し、若手入職者の数も少ない状況であることが
わかる（図 -2 参照）。

人口減少、高齢化が進展する中では、働き手の減少は避けら

れない。持続的なインフラの整備・維持管理を進めていくため
には、働き手の減少を上回る建設現場の生産性の向上が求めら
れる。

さらに、建設業は全産業平均と比較して長時間労働となって
おり、他産業では一般的となっている週休 2 日も十分に確保
されていない状況にある。将来の担い手を確保する観点から、
働き方改革を進め、建設業を若者などにとって魅力ある職場に
していくことが求められている。

1.2 建設現場の生産性向上
生産性の定義には様々あるが、例えば、付加価値労働生産性

（付加価値÷（就業者数×労働時間数））で比較した場合、建
設産業は他産業と比べて相対的に低い水準であることが報告さ
れている。

国土交通省では、2016 年を「生産性革命元年」と位置づけ、
生産性を向上させるプロジェクト推進している。その取組の一
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図 -1　建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

図-2　建設業就業者の高齢化の進行

（年度）出所：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については2014年度まで実績、2015年度・2016年度は見込み、2017年度は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。2011年は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について2010年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値

○ 建設投資額はピーク時の1992年度：約84兆円から2010年度：約41兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、
2017年度は約55兆円となる見通し（ピーク時から約35％減）。

○ 許可業者数（2016年度末）は約47万業者で、ピーク時（1999年度末）から約23％減。
○ 建設業就業者数（2017年平均）は498万人で、ピーク時（1997年平均）から約27％減。
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働き方改革の推進及び中長期的な担い手の確保・育成

○建設業就業者： 685万人（H9） → 498万人（H22） → 498万人（H29）

○技術者 ： 41万人（H9） → 31万人（H22） → 31万人（H29）

○技能者 ： 455万人（H9） →   331万人（H22） →  331万人（H29）

○ 建設業就業者は、55歳以上が約34％、29歳以下が約11%と

高齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。
※実数ベースでは、建設業就業者数のうち平成28年と比較して

55歳以上が約3万人増加、29歳以下は約1万人減少。

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

技能者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

（※平成２３年データは、東日本大震災の影響により推計値。）
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29.7 

33.9

34.1

16.1 

11.4 

11.0 
9.0

11.0

13.0

15.0

17.0

19.0

21.0

23.0

25.0

27.0

29.0

31.0

33.0

35.0

37.0

H2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

建設業：約３割が５５歳以上

全産業（５５歳以上）

全産業（２９歳以下）

建設業：２９歳以下は約１割

0

100

200

300

400

500

600

700

800

H2年H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10H11H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29

395
399408 420 433 438 442 455 434 432 432415 414 401 385 381375 370 358 342331 334 335 338 341 331 326 331

29 33 36
42

42 43 43 41
43 42 42

39 37
36

34 32 31 31 30
32 31 31 32 27 28 32 31 31

118 127

127128
127128

131133
131128126

124116
114

113107 107 103
103

100
94 98 98 96 98 99 99 99

22
22 27

26 27 29
29 31

31 32 34
33 32

34
35 34 32 31

31
29

29 32 30 29 30 28 27 28

588

24 

604

25

619

25

640

26

655

25

663

24

670

24

685

24

662

24

657

23
653

20
632

22

618

19
604

19
584

17

568

14

559

14
552

17

537

15 

517

14
498

13

502

7

503

8

499

9 8 10 9 9 

（万人）
その他

販売従事者等

管理的職業、事務従事者

技術者

技能者

505 500 492498

働き方改革の推進及び中長期的な担い手の確保・育成

（年度）出所：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については2014年度まで実績、2015年度・2016年度は見込み、2017年度は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。2011年は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について2010年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値

○ 建設投資額はピーク時の1992年度：約84兆円から2010年度：約41兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、
2017年度は約55兆円となる見通し（ピーク時から約35％減）。

○ 許可業者数（2016年度末）は約47万業者で、ピーク時（1999年度末）から約23％減。
○ 建設業就業者数（2017年平均）は498万人で、ピーク時（1997年平均）から約27％減。

建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

12 15 18 19 20 20 20 20 19 19 21 23 23 24 26 29 
32 34 33 35 35 33 34 32 30 28 26 23 21 19 18 17 17 18 18 19 20 23 23 21 21 22 

22 
24 

25 
29 30 30 30 28 29 31 

33 

39 
43 

49 

56 
54 

52 47 
45 44 48 

42 37 
37 

36 
33 

31 
30 

32 33 34 
31 31 

25 24 25 26 

29 28 30 31 
33 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

民間投資額（兆円）

政府投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

（兆円） （千業者、万人）

就業者数のピーク
685万人（1997年平均）

就業者数
ピーク時比
▲27.3%

498万人
（2017年平均）

465千業者
（2016年度末）

許可業者数
ピーク時比
▲22.6%

建設投資
55.0兆円

建設投資
ピーク時比
▲34.5％

許可業者数のピーク
601千業者（1999年度末）

建設投資のピーク
84.0兆円（1992年度）
就業者数：619万人
業者数：531千業者

2

働き方改革の推進及び中長期的な担い手の確保・育成

○建設業就業者： 685万人（H9） → 498万人（H22） → 498万人（H29）

○技術者 ： 41万人（H9） → 31万人（H22） → 31万人（H29）

○技能者 ： 455万人（H9） →   331万人（H22） →  331万人（H29）

○ 建設業就業者は、55歳以上が約34％、29歳以下が約11%と

高齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。
※実数ベースでは、建設業就業者数のうち平成28年と比較して

55歳以上が約3万人増加、29歳以下は約1万人減少。

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

技能者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

（※平成２３年データは、東日本大震災の影響により推計値。）

建設業就業者の現状

29.7 

33.9

34.1

16.1 

11.4 

11.0 
9.0

11.0

13.0

15.0

17.0

19.0

21.0

23.0

25.0

27.0

29.0

31.0

33.0

35.0

37.0

H2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

建設業：約３割が５５歳以上

全産業（５５歳以上）

全産業（２９歳以下）

建設業：２９歳以下は約１割

0

100

200

300

400

500

600

700

800

H2年H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10H11H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29

395
399408 420 433 438 442 455 434 432 432415 414 401 385 381375 370 358 342331 334 335 338 341 331 326 331

29 33 36
42

42 43 43 41
43 42 42

39 37
36

34 32 31 31 30
32 31 31 32 27 28 32 31 31

118 127

127128
127128

131133
131128126

124116
114

113107 107 103
103

100
94 98 98 96 98 99 99 99

22
22 27

26 27 29
29 31

31 32 34
33 32

34
35 34 32 31

31
29

29 32 30 29 30 28 27 28

588

24 

604

25

619

25

640

26

655

25

663

24

670

24

685

24

662

24

657

23
653

20
632

22

618

19
604

19
584

17

568

14

559

14
552

17 

537

15 

517

14
498

13

502

7

503

8

499

9 8 10 9 9 

（万人）
その他

販売従事者等

管理的職業、事務従事者

技術者

技能者

505 500 492498

3

働き方改革の推進及び中長期的な担い手の確保・育成
技術・調達政策グループ　研究主幹　副総括

阿部　俊彦
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つである「i-Construction」は、ICT の全面的な活用等の施
策を導入することで、建設生産システム全体の生産性の向上を
図り、2025 年までに建設現場の生産性を２割向上させること
を目標として掲げている。

また、建設業の将来の担い手を確保し、持続的なインフラの
整備・維持管理を進めていくためにも、建設業の働き方改革を
一段と強化していく必要がある。

国土交通省では、2018 年 3 月に「建設業働き方改革加速
化プログラム」を策定し、長時間労働の是正や生産性向上等に
関する取組をさらに推進することとしている。

国土技術研究センターでは、国土交通省からの受託業務等を
通じて、生産性向上や働き方改革に関する様々な取組を支援し
ている。本稿では、これらの中から、次の取組を紹介する。

①建設現場におけるニーズ・シーズのマッチングの取組
②コンクリート工の生産性向上に向けた取組
③建設現場の休日拡大に向けた取組

「i-Construction」の取組において、産学官の連携を推進す
べく、2017 年 1 月に「i-Construction 推進コンソーシアム」
が設立された。コンソーシアムには、最新技術の現場導入のた
めの新技術の発掘や企業間連携の促進方策を検討することを目
的とする「技術開発・導入ワーキング・グループ」（以下、「WG」
という。）が設置された。

WG の取組の一つとして、現場ニーズと技術（シーズ）のマッ
チングの取組が行われている。これは、建設現場が持つニーズ、
および、WG 会員が持つシーズを把握し、ニーズのシーズ側
への紹介、ニーズ等に対して対応可能なシーズの紹介、ニーズ・
シーズ相互の個別相談を通じた技術的課題の調整を行い、マッ
チングを実施するものである。WG では、これまでに２回の
マッチングのプロセスが行われている。マッチングの取組の流
れを図 -4 に示す。

まず、建設現場の課題解決等のために新たな技術に期待する
ことを現場からのニーズとして把握するため、国土交通省地方

表 -1　第２回ニーズ・シーズのマッチング結果

建設現場におけるニーズ・シーズの
マッチングの取組2

図 -3　生産性向上イメージ

人・日
当たりの仕事量

（work）

工事日数 （term）

工事日数削減
（休日拡大）

省人化

人
（men）

i-Constructionにより、これまで
より少ない人数、少ない工事日
数で同じ工事量の実施を実現

建設現場の
生産性２割向上

⇒ ＩＣＴの導入等により、
中長期的に予測される
技能労働者の減少分
を補完

⇒ 建設現場の高度化・効率化
により、工事日数を短縮し、
休日を拡大

ニーズ ニーズ提供者 シーズ シーズ提供者

海中、水中の三次元測量を可能にする技術がほしい 留萌開発建設部
留萌開発事務所 空から陸と水深を図る「航空レーザー測深ＡＬＢ」 アジア航測㈱

舗装版を剥がさずに橋梁の床板の劣化状況を把握したい 札幌開発建設部
岩見沢道路事務所

コンクリート内部欠陥の非破壊調査技術 
- FITSA（SIBIE 法）による調査 - ㈱富士ピー・エス

衛星画像データを用いて広域の地形変化を（経時的に）
把握する技術がほしい

能代河川国道事務所
時系列画像等を AI 解析し地形特長を識別する技術、
衛星画像から流域の水位や経年変化等を分析する技術

㈱ NTT データ
経営研究所福島河川国道事務所

長野国道事務所

現場の状況をカメラ等でリアルタイムに把握したい 横浜国道事務所 360°画像を簡便に撮影・クラウド共有により現場の
状況を効率的に共有する技術 ㈱リコー

法面、構造物、舗装等の異変を自動で検知、記録できる
技術がほしい

航空局 空港技術課 路面性状調査が可能な MMS
（モービルマッピングシステム） アジア航測㈱

羽越河川国道事務所

植生を取り除いた地形測量を行う技術がほしい
猪名川河川事務所 航空レーザを利用した高精度な地表面データの取得

～植生を取り除いた地形測量～ ㈱ウエスコ
姫路河川国道事務所

洪水時の浸水エリアや水害規模を把握、配信する技術が
ほしい 太田川河川事務所 浸水・水害に備えるセンサネットワークシステム 一般社団法人

建設電気技術協会

監督検査を効率化する技術がほしい 四国山地砂防事務所 監視カメラに 3 次元レーザスキャナ機能を搭載し、
定期的に 3 次元点群データを取得する技術 三菱電機㈱

斜面の安定性を確認する技術がほしい 宮崎河川国道事務所 省電力広域無線通信を用いた安価で手軽に斜面監視を
行うクラウドシステム 西松建設㈱

建設現場における建機等の動態管理する技術がほしい 菊池川河川事務所 ダンプトラック運行管理  TRUCK VISION ㈱小松製作所

災害時の被災状況等を把握する技術がほしい 大臣官房技術調査課
電気通信室 災害対策室向け  Ｌ字テロップ解析システム 東芝インフラ

システムズ㈱

図-4　マッチングの取組の流れ

シーズのアンケート調査

ニーズ説明会

ピッチイベント（シーズ説明会）

ニーズ・シーズのマッチング

現場での試行

現場ニーズのアンケート調査
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整備局等へのアンケート調査を行った。また、WG 会員を対
象として、建設分野への導入が可能な技術に関するシーズに関
するアンケート調査を行った。結果、1700 件以上のニーズ、
300 件以上のシーズの回答が得られた。その後、ニーズの中
から代表的なものを紹介する「ニーズ説明会」が開催され、ニー
ズに対するシーズ側への情報提供と理解促進を図った。さら
に、ニーズ説明会で紹介されたニーズを中心に、これに対応で
きる技術（シーズ）を WG 会員から募集し、紹介する説明会
「ピッチイベント」が開催され、ニーズ・シーズの情報共有・
相互の理解を深化させる機会とした。このイベントから、特に
現場での試行を通じて、現場実装のステップへと進むことが可
能なシーズが絞り込まれた。

これらのプロセスを経て、ニーズに合致し、現場試行を通じ
て活用可能性を検証するシーズがマッチングの成立案件として
抽出された。平成 29 年 10 月には第 1 回として 5 件、平成
30 年 5 月には第 2 回として 11 件のマッチングが成立した。
表 -1 に、第 2 回で成立したマッチング技術を紹介する。現在、
これらのマッチングを踏まえ、試行技術の公募が進められてお
り、順次試行が行われる予定である。

今後は、各地方の大学や地元の企業等の有望な技術を発掘で
きるよう、これらのニーズ・シーズのマッチングの取組を各地
方整備局が主体となって行うこととしており、最新技術の建設
現場への導入の推進が期待される。

新たな技術の建設分野への適用の提案は今後さらに増えてく
るものと思われる。国土技術研究センターも、自主事業の一環
として、工事記録映像の活用の検討に取り組んでおり、「工事
記録映像活用試行要領」の改訂版を公表したところである。こ
うした取組を通じ、建設現場の生産性向上に今後も寄与して参
りたい。

（URL：http://www.jice.or.jp/reports/autonomy/tech）

「i-Construction」の取組において、トップランナー施策の
一つとして「全体最適の導入（コンクリート工の規格の標準化
等）」が推進されている。コンクリート工において、規格の標
準化や全体最適の導入、工程改善により、生産性向上技術の全
国展開、一連の事業区間や全国の事業を想定した最適化、製作・
運搬等の各生産工程の改善を図り、コンクリート工の生産性向
上を目指している。ここでは、場所打ちコンクリート工の生産
性向上に関する取組を紹介する。

コンクリート工の施工の効率化が図られる技術・工法を普及
させるため、平成 28 年 7 月に「機械式鉄筋定着工法」に関す
るガイドライン、平成 29 年 6 月に「機械式鉄筋継手工法」に
関するガイドラインがそれぞれ策定された。また、コンクリー
ト打設の効率化を図るため、発注者の規定（スランプ規定）の
見直しを行い、平成 29 年 7 月に「流動性を高めた現場打ちコ

ンクリートの活用」に関するガイドラインが策定された。それ
ぞれの概要を図 -5,6 に示す。これらの要素技術を導入した工
事においてアンケート調査を行い、ガイドラインの活用状況や
効果等を整理した。

機械式鉄筋定着工法については、平成 28 年度調査と平成
29 年度調査とを比較して、施工段階での採用率が 6％から
13％、設計段階では 11％から 22％へ増加しており、ガイド
ラインの導入効果が確認できた（図 -7 参照）。

コンクリート工の生産性向上に
向けた取組3

図-5　機械式鉄筋定着工法、機械式鉄筋継手工法
（出典：第 5 回コンクリート生産性向上検討協議会資料）

図-6　流動性を高めた現場打ちコンクリートの活用
（出典：第 5 回コンクリート生産性向上検討協議会資料）
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図-7　機械式鉄筋定着工法の採用率
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特　集 持続可能なインフラ整備のための建設現場の生産性向上に向けた取組

また、工法の導入により、フックの重ね継手がなくなること
による施工性及びコンクリートの充填性の向上、施工の安全性
向上、かぶり不足の解消により所定位置への配筋が可能となる
などの効果が報告された。一方、採用する際の統一した採用基
準（現場条件、配筋条件等）が明確になっていないなどの課題
が確認された。

なお、ガイドライン上で留意すべき箇所とする塑性ヒンジ区
間に配置した事例が 28％あると報告されたが、せん断補強鉄
筋おび横拘束鉄筋で使用しており、建設技術審査証明の性能評
価結果（主鉄筋の座屈抑制、靭性が半円形フックと同等）を確
認して適用の判断をしていた。

機械式鉄筋継手工法については、鉄筋コンクリート構造物工
事での採用率が 13％、設計業務での採用率は 9％となった。
工法の導入により、作業員の技量や熟練度等による品質のばら
つきの減少、過密配筋に対する施工性向上とコンクリート充填
性の向上、施工の安全性向上などの効果が報告された。一方、
工法の種類が多く、採用基準（現場条件、配筋条件等）や統一
した検査基準が明確になっていないなどの課題も確認された。

なお、ガイドライン上で留意すべき箇所とする塑性ヒンジ区
間に配置した事例が 22％あると報告されたが、公的機関等に
よって認定された性能評価結果を考慮して適用を判断してい
た。

流動性を高めた現場打ちコンクリートの活用については、標
準スランプを 12cm としたガイドラインを適用した工事にお
いて、鉄筋量の多い構造物や配管がある壁高欄などで充填性が
確保され、生産性が向上したとの報告があった。また、作業性
が向上した結果、これまでの少ない人員での作業が可能となっ
たと回答した現場が 30％、充填性が向上したことにより品質
が向上したと回答した現場が 84％となり、活用の効果が確認
された（図 -8 参照）。

この他にも、プレキャスト製品の活用による生産性向上の検
討や新技術・新工法の活用促進に向けて今年度策定された「埋
設型枠」や「鉄筋のプレハブ化」などの要素技術に関するガイ
ドラインをはじめとする基準類の整備が進められている。今後
は、土木構造物設計ガイドラインの改定、部材の仕様（サイズ
等）の標準化や評価指標の明確化、サプライチェーンマネジメ

ントを進めることで、プレキャスト製品などの設計段階での採
用やコスト縮減、生産性の向上を目指すとしている。

建設現場における長時間労働の是正という観点から、国土交
通省の直轄土木工事においては率先して、週休 2 日の確保を
はじめとする長時間労働を抑制する取組を展開している。週休
2 日対象工事の実施件数（取組件数）は、平成 28 年度に 165
件、平成 29 年度には 1,106 件となっている。平成 30 年度
はさらに適用を拡大することとしている。

週休 2 日で施工する場合、現状より工期が長くなることで、
現場事務所の土地代や安全施設のリース代等を含む共通仮設費
や現場技術者の給与等を含む現場管理費、機械経費が官積算の
計上額と乖離する可能性があり、必要経費を適切に計上するこ
とが必要である。そのため、国土交通省直轄土木工事では、平
成 29 年度から 4 週 8 休相当の現場閉所を実施した工事を対象
として、共通仮設費と現場管理費の補正が試行された。さらに
平成 30 年度においては、平成 29 年度から試行している間接
費について、4 週 8 休以上に加えて、4 週 6 休、4 週 7 休の工
事も補正の対象に加えるなど、最新の施工実態を踏まえた必要
な見直しが行われた。加えて、機械経費（賃料）や労務費につ
いても、週休 2 日の実施に伴い必要となる経費を適切に計上で
きるように、補正が実施されることとなった（図 -9 参照）。

こうした取組に加え、適正な工期設定が行われることで、週
休 2 日を確保できる工事が増加し、建設現場における働き方
改革が加速されることが期待される。

今回、建設現場における生産性向上や働き方改革に関する取
組の一部を紹介したが、この他にも様々な取組が進められてい
るところである。国土技術研究センターとしては、今後も持続
的なインフラの整備・維持管理の実現に向け、建設現場の生産
性向上の取組に寄与してまいりたい。

図-8　流動性を高めたコンクリートの採用による効果

図-9　週休 2 日に取り組む際の必要な経費の計上
（出典：国土交通省資料）
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建設現場の休日拡大に向けた取組4
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